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幼児保育学科における就職の現状と課題
Current Conditions and Issues in Finding Employment for  
Preschool Education Program Students
田　中　敬　一
Abstract　The average five-year job placement rate for graduates of the preschool 
education program at Hachinohe Junior College is currently 98.6%.　Additionally, 
the number of job offers, particularly those from the Tokyo area, has also increased 
over the past three years.　Based off of these statistics, it would seem that gradu-
ates would have no concerns with finding a job in preschool education. 
　However, problems are apparent when we more closely examine the data and 
job specifics.　The first issue is the unemployment rate of over 77% for preschool 
educators in the Hachinohe area compared to the national average of only 23%.　
The second issue is that of lower wages.　The average monthly wage for preschool 
educators in the Hachinohe area is less than that of the Tokyo area, as well as the 
national average.　Additionally, there are other issues such as the wage system, 
job conditions, a high turnover rate, a shortage of childcare workers, and the quali-
ty of childcare teachers.
　As there are plenty of job openings both in the Hachinohe and Tokyo areas, 
graduates can find employment relatively easily.　However, a student question-
naire shows that almost all students are concerned about employment and their 
future.　They express a lack of confidence in working in childcare, not because of 
anxiety over their teaching skills or knowledge, but rather they report distress 
over communicating with colleagues and children’s parents.　Students also report 
concerns over how they will be treated at the workplace.　It is not unusual for 
preschool teachers to quit after a year of work to find employment at a different 
daycare center.
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I　は　じ　め　に
近年、我が国の少子化問題は深刻度を増す
ばかりだが、保育業界においても、大都市圏
の待機児童問題、保育士不足、保育サービス
の多様化、認可外保育園の激増による保育の
質の低下等、多種多様な問題がクローズアッ
プされてきている。政府はこれらの問題を解
決すべく、1994 年の「エンゼルプラン」の
策定から、2000 年には保育事業への規制緩
和を行うことによって民間企業の参入を促進
し、現在進行中の幼保一体化まで、様々な施
策に取り組んできた。それらの施策に伴い、
保育業界を取り巻く環境も目まぐるしく変化
してきた。出生率は近年多少上向いているも
のの、少子化問題は依然として日本の大きな
社会問題となっており、保育士不足もまた全
国的に深刻な問題となっている。保育士を供
給する短期大学では、地元の幼稚園・保育園
に学生が就職しないといった問題が毎年取り
沙汰され、全国各地で就職担当者が苦慮して
いる状態である。
本稿では、幼児保育学科の就職の現状と課
題を、全国のデータと比較し、求人票、学生
に対するアンケートを分析することにより詳
らかにする。
II　全国の保育士養成校における就職問題
著者が委員を務める日本短期大学協会・就
職問題委員会では、毎年 5 月に全国の 331 会
員校を対象にして「私立短期大学卒業生の卒
業後の状況調査」（以下、日短協調査と略す。）
を行っている。この調査報告から全国の保育
士養成校における、昨年度の幼稚園と保育園
への就職状況を概観する。
今年度の同調査によれば、幼稚園教諭の求
人件数に関しては、全国の 47% の短期大学
が、前年比「増加」と回答している。雇用形
態では、全国の正規雇用率が、92.9% と高い
率を示しているものの、北海道では 77.1%、 
東北では 82.0%、近畿・九州・中国・四国が、
それぞれ、86.3%、86.9%、88.5%、89.1% と、
地域差が見られる。今年度の求人票に見られ
る顕著な変化としては、幼保一体化の動きを
受けて、「幼稚園教諭免許」の他に「保育士
資格」を条件とする求人が増加している他、
幼稚園で保育園を併設する園では、配属先が
不明な求人票、正規、非正規の区別がつかな
い求人票が多く見られた。処遇面では、業務
量が多く労働時間が長い割には、給与面で他
業種に劣るなどの問題が見られる。ここ数年、
「一定水準のピアノの技術を求められる」、「教
材の作成が苦手である」、「勤務時間が長い」、
「担任になることへ不安を感じる」などの理
由から、幼稚園を敬遠する学生も増えている。
保育士の求人件数では、全国 75% の養成
校が前年比「増加」と回答し、正規雇用率は、
全国平均で 77.2% となっている。北海道では、
30.3%、東北では 58.7%、中国では 57.4%、九
州では 65% と、地域格差は幼稚園教諭の正
規雇用率格差よりはるかに大きくなってい
る。企業立の保育園が増加することにより、
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求人件数が激増し、求人時期の早期化、長期
化傾向が見られたという回答も寄せられた。
それに付随して、正規雇用の増加、雇用条件
の改善といったプラス面の現象も見られた
が、学生の選択肢が大幅に増え、その結果、
自己の進路をしっかり見据えないままの進路
選択を行い、研修開始後にミスマッチを起こ
すなどのマイナス面も報告された。処遇面で
は、幼稚園教諭同様、長時間労働、低賃金、
給与形態が日給であるなどの長年問題となっ
ている項目が今年度も全国から多数寄せられ
た。求人件数は全国的に増加しているが、雇
用条件では依然として十分と言えない調査結
果となっている。しかし、企業立の保育園が
増加し、保育内容の質の低下が懸念される中、
給与面、福利厚生面など雇用条件が改善され
ている点も忘れてはならない。
III　本学の幼児保育学科における就職状況と三八上北地区の求人状況
さて、全国の保育士養成校の就職動向、就
職問題の現状に比して、本学の就職の現状は
どのようなっているか次に考察する。この調
査の対象とする事業所は、主に本学の学生の
ほぼ 75% が就職する保育園とする。（図 1）
まずは本学の就職率から見ることにする。
全国の大学・短大で、就職に関するデータと
して一般に公開される、分母を就職希望者数
とした就職率を A とする。本学幼児保育学
科の過去 5 年間の就職率 A は 98% と非常に
高い数字となっている。（図 2）次に卒業者
から進学者を引いた学生数を分母とした就職
率を B とする。就職率 B は実就職率とも言
える値であるが、これも 93.8% と高い率を示
している。（図 3）幼児保育学科では、「就職
未定者」として卒業する学生が、平成 19 年
度から平成 23 年度までの過去 5 年間で、毎
年 2～9 名おり、未就職率は平均 6.6% となっ
ている。進学は例年 1 名程であり、一般職へ
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図1　幼児保育学科における就職先内訳
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図2　就職率A（分母＝就職希望者数）
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の進路変更する学生、または何らかの理由に
より本人の意思で就職活動しない、または出
来なかった学生が就職率を下げている。専門
職を目指し、積極的な就職活動をすれば、ほ
ぼ全員が専門職の事業所（保育園、幼稚園、
施設）につくことが可能な状況がここ数年続
いている。なお、一般職へ進路変更した学生
の就職状況は、求人数も少なく、非常に厳し
い状況が続いている。
次に、求人件数の推移をみると、平成 20
年から右肩上がりで増え続け、平成 24 年度
12 月現在で、前年の 1.2 倍、求人倍率は 2.5
倍となっている。5 年前の平成 19 年度の求
人数と比較すると、ほぼ 3 倍と激増している。
今年度の県外からの求人は、首都圏、東北、
北海道の他に、例年求人があまり見られない
地域である愛知、奈良、静岡など広範囲に亘っ
ている。（図 4）
さらに特徴的なのは、首都圏にある会社立
からの求人の激増と首都圏への学生の流出で
ある。本学に対する会社立の保育園からの求
人は、平成 20 年度では僅か 6 件だったのに
対し、今年度は 12 月末現在で 50 件を超えて
いる。数字を押し上げている大きな要因は、
首都圏の新設保育園からの求人で、この求人
増が学生の首都圏への流失をさらに加速させ
ている。（図 5）昨年度は震災の影響からか、
首都圏への就職は僅か 3 名だったが、平成
24 年度は 4 月に就職課が行った 2 年生に対
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図3　就職率B（分母＝卒業者数－進学者数）
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図4　地域別求人件数推移（全事業所）
　  　注） 平成 24年度の値は 12月末現在
の暫定値である
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図5　設立母体別求人件数（首都圏）
  　　注） 平成 24年度の値は 12月末現在
の暫定値である
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するアンケートによると 24 名が首都圏を希
望しており、この原稿を執筆している平成
25 年 1 月現在ですでに内定 20 名となってい
る。（図 6）前述のように、保育士不足は全
国的な問題となっているが、三八上北地区に
おいても今後、保育士不足が更に進むことが
危惧される。
さて、雇用形態であるが、過去 4 年間の本
学を卒業した保育士の正規雇用率は、平成
22 年度にわずかながら好転したものの、昨
年度は 12% と下降し、東京の 95% とは比較
にならないほどの劣悪な状況である。全国の
77%、東北地区の 59% と比較してもその格
差は余りにも大きく、学生の就職に対する不
安を煽る要因の一つとなっている。三八上北
地区の保育士処遇面で、早急に改善されるべ
き項目の一つである。（図 7）三八上北地方
の求人票における正規雇用率をみると、平成
22 年度が 15%、23 年度が 14%、24 年 12 月
現在では 21% と、求人票の上では僅かなが
ら処遇の改善が読み取れる。求人票の備考欄
には、「一年後に正規採用の道あり」とのコ
メントを添える園もあるが、その数は少ない。
全国的には、北海道、東北の正規雇用率は他
地域と比較して低く、地域格差が見られる。
さらに本学学生に対する求人票の給与額・
給与形態を精査すると、平成 23 年度の三八
地区における保育士の月給（手当込み）平均
は、148,043 円で、首都圏からの求人の平均
月給 186,259 円と比較すると、38,216 円の差
が見られる。（図 8）全国全業種の短大・専
門学校卒の初任給は、172,500 円であるから、
この数字と比較しても 24,457 円の差がある。
保育士の賃金に関しては、全国保育協議会の
「全国の保育園実態調査報告書 2011」による
と、初任保育士の年収は平均 243.1 万円で、
手取り月収にすると 14 万円程度としている。
このデータでは、平成 23 年度の三八上北地
区における保育士の賃金は、全国の平均賃金
とさほど変わらないとも言える。なお、三八
上北地区の平均値には、日給で給与を明示し
ている 7 園のデータは含まない。また、その
人
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図6　首都圏への就職（希望）者数　
　　　注） 平成 24 年度の値は 12 月末現
在の暫定値である
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図7　保育士の地域別正規雇用率
　　　注） 東京、全国、東北の値は日本短
期大学協会のデータによる
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他の地区とは、三八上北地方、首都圏以外の
地域で主に青森県のその他の地域、東北、北
海道、その他の都市をさす。
給与形態に関しては、日給月給・日給が、
昨年度 31% を占め、今年度も 12 月末までの
求人で 25% を占めている。この割合は平成
21 年度に 36% だったので、この項目に関し
ても、僅かではあるが数字上は給与形態も改
善されつつある。
上記以外の雇用条件を直近の H24 度三八
上北地方からの求人票からまとめると、賞与
に関しては、79% が記載されているが、未
記載が 21% あり、賞与が支給されないのか、
記入漏れなのか判断できない。休日に関して
は明記されていない求人票が 19% あるが、
休日がないという事はあり得ないので、明ら
かに記入漏れとしか考えられない。明記され
ている求人票では 42% が日祝日としている。
残りの 58% は、日祝日と週 1 回の休みから
週休 2 日制となっている。通勤手当は 83%
記載されているが、住宅手当の記載は僅か
6% である。採用試験に関しては、面接のみ
を課す保育園が 32% と多く、面接の他にピ
アノを課す保育園が 43% となっている。休
日などの項目に未記載が多く見られるが、学
生は雇用条件をよく理解しないで採用試験を
受け、内定を受け取るといった事例も見られ
る。事業者側には、求人票に未記載の項目が
ないように求めたい。
首都圏からの求人票における給与、求人件
数以外の条件を、同じく平成 24 年度 12 月現
在までの求人票でみると、雇用形態、給与形
態が明記されている求人票は少なく、雇用形
態の明記が 10%、給与形態の明記にいたっ
ては僅か 2% である。いずれの条件に関して
も、正確に記載することが望まれる。給与に
関 し て は、 平 成 24 年 度 の 平 均 給 与 は、
179,338 円と昨年と比較するとやや下降気味
である。幼稚園と保育園の比較では、幼稚園
が 187,177 円で、7,839 円上回っている。設
立母体別の給与、すなわち会社立と学校法人・
社会福祉法人との比較では、前者が 178,587
円、後者が 183,240 円となり、学校法人・社
会福祉法人立の園が 4,653 円高い賃金となっ
ている。
休日の項目では、52% の園が 4 週 8 休、週
休 2 日となっており、日祝日と明記している
園は 5% のみである。休日に関しても、首都
圏の方が明らかに好条件と言える。またここ
でも未記載は 17% と多い。通勤手当につい
て記載のない園は 15% を占め、住宅手当に
関しては、64% が記載なしであった。地方
から就職する学生にとっては、少ない賃金か
ら多額の住居費を支出することは大きな負担
となる。社員寮・社宅などの住居面でのサポー
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図8　 求人票に見る保育士の地域別平均給
与
　　　注） 平成 24 年度の値は 12 月末現
在の暫定値である
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トが強く望まれる。
採用試験の項目では、ピアノ、絵画などの
実技を課す園が 34% で、面接・筆記又は作
文が 27%、面接のみが 16%、その他の組み
合わせ、又は記載なしが 23% となっている。
実技を課さない園が 67% と高い率を示して
いるが、就職後のピアノ、制作指導等は現場
での必須条件である。保育士としての適性を
知る上で、雇用者側が採用試験においてその
能力をある程度把握することは必要かつ不可
欠と思われる。簡略化された採用試験で保育
士を確保することは、早期離職、ミスマッチ
などの問題にも繋がりかねない。保育士の確
保に躍起となっている都市部での園の事情は
理解できるものの、学生が就職活動に緊張感
を持たないまま内定を得て、学生生活を送る
ことはキャリア教育の面からみても望ましい
姿とは言えない。
最後に内定決定時期の推移をみてみる。学
生の就職活動時期は主に教育実習の終了後の
10 月上旬から本格的に始まり 3 月まで続く。
平成 21 年頃から急激に求人が増え、求人票
が出る時期も早期になっているにも拘わら
ず、過去 5 年間の推移を見ても余り変化は見
られない。三八上北地区においても、近年保
育士の獲保が難しくなってきていることから
か、実習生がその園の採用基準にある程度到
達している場合、実習中に就職の勧誘を受け
ている。アンケートによれば今年度の学生の
27% が「実習中に園から就職の勧誘をされた」
と回答している。実習後、非公式の内定を得
て、園側からの求人票、正式な採用試験を待っ
ている学生も見られ、内定時期が余り変動し
ないものとみられる。（表 1）なお、こういっ
た事例は、全国各地の多くの保育園、幼稚園
で採用方法の一つとして行われている。
IV　アンケートにみる学生の就職観
ここまで全国の保育士養成校の就職状況と
本学の就職の現状を考察してきたが、本学の
学生は自己を取り巻く就職環境をどのように
捉えているのか把握するため、アンケートを
実施した。
対　象 : 幼児保育学科　2 学年  97 名
　　　　　　　　　　　1 学年 105 名 　
 計 202 名。
回収率 : 2 学年 85%（82 名）
　　　　1 学年 87%（91 名） 計 173 名
表1　就職内定率の推移（%）
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月
H20 0 0 0  6 18 13 13 23 27
H21 0 0 0  4 11 21 21 23 20
H22 1 1 0 10 12 13 21 23 19
H23 1 0 0  5 16 26 21 28  3
H24 0 0 2  8  9 24 － － －
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実施日 : 平成 24 年 11 月 13 日（火）
以下、アンケートの質問項目から、「就職
希望地・決定地」、「就職先決定要因」、「就職
に対して不安に感じること」の 3 項目を抽出
して、学生の就職に関する意識を探ってみる。
就職希望地に関しては、2 学年の三八上北
地区またはその他の出身地区（岩手県北部出
身者など）が 77% と昨年比で 20% 減となっ
ている。平成 20 年度から現在まで最も地元
就職率が低かった平成 21 年度の 84% と比較
しても、7% 減となっている。（図 9）首都圏
を希望する主な理由としては、2 学年で、
61% が「都会で生活してみたい」で、今も
昔も変わらない学生の本音が窺える。また、
33% が保育園の魅力を理由に挙げているが、
「就職希望園の情報をどのような手段で得て
いるか」の質問項目では、学生の 40% がイ
ンターネットで情報を得ており、園のホーム
ページから良い印象を得たものと思われる。
「給与・賞与が高い」・「正規雇用だから」な
ど実利的な面を理由に挙げた学生は 22% と
低い割合となっている。
1 学年に対する同じアンケートでは、地元
就職希望が 56% と、今年度よりさらに低い
数字を示し、首都圏希望者が 22%、未定が
22% となっており来年度も首都圏への就職
者が例年より多いと予想される。（図 10）首
都圏を希望する主な理由としては、最も多い
のが「都会で生活してみたい」が 30%、「給与・
賞与が高い」が 25% と 2 学年の回答とほぼ
同じ傾向となっている。
次に就職先決定要因に関する回答として
は、2 学年で第一に「賞与・給与の額」が
24% 占め、第二に「雇用形態（正規雇用・
非正規雇用））、第三に「保育・教育方針」以
下、「休日」、「通勤距離」、「給与形態（月給・
日給月給・日給・時給）」、「採用試験の内容」
と続く。（図 11、図 12）
第一要因の「給与・賞与の額」に関して他
のエリアと比較すると、首都圏と三八地区の
格差は前述のように、38,000 円程度あるが、
首都圏以外のエリア（主に東北・北海道）の
平均給与は 148,811 円で、三八地区の平均給
与とさほど変わらない。首都圏の給与の高さ
が際立っているが、福利厚生面でのサポート、
特に住宅に関しては、住宅手当・社宅・寮な
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H23 1 0 0 5 16 26 21 28 3 
H24 0 0 2 8 9 24 － － － 
 
Ⅳ アンケートにみる学生の就職観 
 
ここまで全国の保育士養成校の就職状況
と本学の就職の現状を考察してきたが、本
学の学生は自己を取り巻く就職環境をどの
ように捉えているのか把握するため、アン
ケートを実施した。 
対 象：幼児保育学科 2学年  97名 
１学年 105名   
計 202名。 
回収率：2学年 85％（82名） 
１学年 87％（91名） 
計 173名 
実施日：平成 24年 11月 13日（火） 
 以下、アンケートの質問項目から、「就
職希望地・決定地」、「就職先決定要因」、「就
職に対して不安に感じること」の 3項目を
抽出して、学生の就職に関する意識を探っ
てみる。 
就職希望地に関しては、2 学年の三八上
北地区またはその他の出身地（岩手県北部
出身者など）が 77％と昨年比で 20％減と
なっている。平成 20 年度から現在まで最
も地元就職率が低かった平成 21 年度の
84％と比較しても、7％減となっている。
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から」など実利的な面を理由に挙げた学生
は 22％と低い割合となっている。（図 9） 
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元就職希望が 56％と、今年度よりさらに低
い数字を示し、首都圏希望者が 22％、未定
が 22％となっており来年度も首都圏への
就職者が増えるものと予想される。（図 10）
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多いのが「都会で生活してみたい」が 30％、
「給与・賞与が高い」が 25％と 2学年の回 
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次に就職先決定要因に関する回答として
は、2 学年で第一に「賞与・給与の額」が
24％占め、第二に「雇用形態（正規雇用・
非正規雇用））、第三に「保育・教育方針」
以下、「休日」、「通勤距離」、「給与形態（月
給・日給月給・日給・時給）」、「採用試験
内容」と続く。 
第一要因の「給与・賞与の額」に関して
他のエリアと比較すると、首都圏と三八地
区の格差は前述のように、38,000円程度あ
るが、首都圏以外のエリア（主に東北・北
海道）の平均給与は 148,811円で、三八地
区の平均給与とさほど変わらない。首都圏
の給与の高さが際立っているが、福利厚生
面でのサポート、特に住宅に関しては、住
宅手当・社宅・寮などの記載のある求人票
は 78 件中、僅か 31 件、率にして 40％で
ある。首都圏の住宅事情を考えると、基本
給の格差と同様に大きな問題と言わざるを
えない。この問題を考えた場合、賞与の格
差も発生するものの、住宅手当等住居の支
援が無い園では地方と首都圏の収入の格差
はさほど生じないと言える。 
第二の「雇用形態」に関しては、就職決
定要因の 17％を占めていることから、学生
がある程度、三八上北地区の雇用状況を理
解しているものと考えられる。また、「不安
を感じること」の問いに、「一年間で解雇さ
れないか」、「非正規雇用で働き続ける」と
回答した学生がそれぞれ、2 学年で 10％、
1 学年で 7％という数字を示していること
から、学生の先行きの不安を垣間見ること
ができる。 
 
 
図 11 就職先決定要因（２学年） 
 
 
図 12 就職先決定要因（１学年） 
 
 就職に対する不安については、「保育士
の仕事で不安に感じること」、「就職一般に
関して不安に感じること」のという質問で
尋ねた。専門職である保育士への仕事に対
する不安は「保護者とのコミュニケーショ
ン」と「担任としてクラスを運営すること」 
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どの記載のある求人票は 78 件中、僅か 31 件、
率にして 40% である。首都圏の住宅事情を
考えると、基本給の格差と同様に大きな問題
と言わざるをえない。この問題を考えた場合、
賞与の格差も発生するものの、住宅手当等住
居の支援が無い園では地方と首都圏の収入の
格差はさほど生じないと言える。
第二の「雇用形態」に関しては、就職決定
要因の 17% を占めていることから、学生が
ある程度、三八上北地区の雇用状況を理解し
ているものと考えられる。また、「不安を感
じること」の問いに、「一年間で解雇されな
いか」、「非正規雇用で働き続ける」と回答し
た学生がそれぞれ、2 学年で 10%、1 学年で
7% という数字を示していることから、学生
の先行きの不安を垣間見ることができる。
就職に対する不安については、「保育士の
仕事で不安に感じること」、「就職一般に関し
て不安に感じること」という質問で尋ねた。
専門職である保育士への仕事に対する不安は
「保護者とのコミュニケーション」と「担任
としてクラスを運営すること」の二項目が大
きな割合を占めた。また就職一般に関しては、
「社会人として生活する」「保育の仕事を続け
る」「職場での人間関係の構築」が上位 3 項
目で大きな割合を占めた。どちらの質問でも
共通する、対保護者、対同僚に対するコミュ
ニケーション、人間関係の構築が大きな不安
となっている。しかし、これらの事は本学の
学生特有の問題ではなく、日本全国の学生に
見られる傾向であり、早期離職の問題とも密
接に係わっているものと考えられる。（図
13、図 14）
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図13　 保育士の仕事で不安を感じること
（2学年）
八戸短期大学研究紀要　第 36 号38
就職先とのミスマッチが指摘され、離職率
の高さが問題となっている昨今、学生にこの
点を尋ねた。「就職先が自分に合わない職場
だと感じたら、どうしますか。」という質問
に対しては、70% が「1 年間は仕事を続ける」
と回答しており、「園の方針に従う」「合わな
くても退職しない」など前向きな回答をした
学生も見られた。
V　ま　　と　　め
大学生の一般企業への就職難が報じられ、
超氷河期と言われる昨今、本学の幼児保育学
科における就職率と求人票の数を見る限り、
表面上は就職問題が存在しない、または深刻
化していないように見える。しかし、保育士
不足が社会的問題になり、ほぼ売り手市場に
なっているにも係わらず、低賃金、非正規雇
用の状態で多くの学生が就職している現実が
ある。契約更新ができず、1 年で退職し他園
へ再就職を繰り返す保育士もいれば、保育の
仕事に自信を失い、現場を去っていく保育士
もいる。近年、卒業から 1 年後の離職率が
18% の学年があったが、退職理由は、「契約
切れ」と「人間関係の問題」による退職であ
る。現役学生のアンケートに見られる不安は
今年度に限ったことではなく、ストレス耐性
に弱いといわれている当世の学生が持つ共通
の不安のようである。
地元も首都圏も保育士不足が深刻化し、求
人倍率が 2.5 倍を超えているにも拘らず、学
生に対するアンケートでは、1/3 の学生が自
分に自信がないため「就職できるかどうか不
安だ」と答えている。また、一部の学生は選
択肢があり余る状況で、就職活動に対して真
摯さを欠き、ミスマッチを引き起こしている
ことも問題として挙げられる。
さらに、今後も首都圏への学生流出が続け
ば、本学の保育士養成校としての地元への貢
献度が低下し、その存在意義も薄れてくるこ
とが危惧される。今後の就職指導に当たって
は、多様化する学生に対し、現状の就職問題
を認識させ、適切なガイダンスを与えること
が要求されると同時に、就職後、労働環境や
人間関係に悩む卒業生に対しても何らかのサ
ポートを考えていかなければならい。そして
何よりも、養成校自身が、日々の保育士養成
の取組みの中で、知識やスキルに偏ることな
い、豊かな心と精神面の強靭さを育む教育を
実践することが喫緊の課題となっていること
を自覚すべきである。
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図14　 就職に関して不安を感じること（2
学年）
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